
○

平成28年度 予算事業説明シート

事務事業名
長期債元金償還金

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0120001000-017

予算所管課 財務部財政課
連絡先 (078)918-5011

公債費 連絡先

項 公債費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 元金
根拠法令
・要綱等

地方自治法・地方財政法事業 長期債元金償還金

施策分野
6 行政経営分野

6-5 健全財政の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市債の償還元金 約定どおり適正に償還する。
市債の償還・利払いについては、市財政に大きな影響を与えるものであり、公債費が多大になることのないよう、借入れ及び
償還の計画的な事業運営を行い、健全な財政運営に資する。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

基金残高
収支均衡を図り、財政基金・減債基金・特別会計等財政健全化基金
合計額70億円を確保する。（H26決算　３基金残高75億円）

平成35年度 億円 70

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

①市債の元金を償還する。

27年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

26決算 10,067,483 410 10,067,893 0 0.00

27当初予算 8,944,000 410 8,944,410 0 0 138,320 8,806,090 再任用

0 818,133 9,249,760 正規 0.05 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

28当初予算 9,253,000 410 9,253,410 0 0 38,660 9,214,750 任期付 0.00 合計 0.05

2
7
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

償還金利子及
び割引料

市債元金償還金
8,944,000

償還金利子及
び割引料

市債元金償還金
9,253,000

合計（Ａ） 8,944,000 合計（Ｂ） 9,253,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 309,000

主な
理由

臨時財政対策債に係る償還元金の増。



7

○

平成28年度 予算事業説明シート

事務事業名
災害援護資金貸付金償還金

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0135001000-020

予算所管課 福祉部福祉総務課
連絡先 (078)918-5025

公債費 連絡先

項 公債費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 元金
根拠法令
・要綱等

災害弔慰金の支給等に関する法律、明石市災
害弔慰金の支給に関する条例

事業 災害援護資金貸付金償還金

施策分野
4 生活・環境分野

4-1 防災・生活安全対策の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
兵庫県南部地震の被災者に市から貸付を行った災害援護資金の財源である県からの借入金 県へ全額償還

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

償還残額 償還金の残額 平成２８年度 千円 177,963

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

災害援護資金の償還金を半期毎に県へ償還する。

　　　　当初貸付額　　3,384,000,000円

　　　　　＜県への償還額＞
　
　　　　　 平成26年度実績 　　　　　　　　　10,570,808円
　　　　　 平成27年度見込み　　　　　　　　 9,467,000円
　　　　　平成28年度見込み　 　　　　　　　 8,778,000円

27年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

26決算 11,441 3,840 15,281 0 0.00

27当初予算 9,467 4,090 13,557 0 0 9,467 4,090 再任用

0 10,570 4,711 正規 0.20 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 1.00

28当初予算 8,778 4,090 12,868 0 0 8,778 4,090 任期付 0.00 合計 1.20

2
7
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

償還金利子及
び割引料

災害援護資金償還金
9,467

償還金利子及
び割引料

災害援護資金償還金
8,778

合計（Ａ） 9,467 合計（Ｂ） 8,778

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -689

主な
理由

償還金の見込み額が減のため



49

○

活動名
活動内容

（○○するために、□□に対し、△△する）

活動実績 活動見込み

26年度 27年度 28年度

長期債の償還 　住宅資金貸付金に対する長期債の償還（元金相当額） 326千円を償還 341千円を償還 356千円を償還

合計（Ａ） 341 合計（Ｂ） 356

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 15

主な
理由

長期債償還元金の増による

0.00 合計 0.01

2
7
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

償還金利子及
び割引料

長期債償還金元金
341

償還金利子及
び割引料

長期債償還金元金
356

28当初予算 356 82 438 0 0 14,066 -13,628 任期付

26決算 326 82 408 0 0.00

27当初予算 341 82 423 0 0 14,907 -14,484 再任用

0 19,120 -18,712 正規 0.01 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

27年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
貸付金の原資である起債を借入先（簡易保険局）に償還していく。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 元金
根拠法令
・要綱等

明石市事業公債条例事業 住宅資金貸付金元金償還金

施策分野
4 生活・環境分野

4-4 人権の尊重・共生社会の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 公債費 連絡先

項 公債費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

平成28年度 予算事業説明シート

事務事業名
住宅資金貸付金元金償還金

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0125002000-006

予算所管課 コミュニティ推進部人権推進課
連絡先 (078)918-5024



22

○

平成28年度 予算事業説明シート

事務事業名
都市開発資金貸付金償還金

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150001000-015

予算所管課 産業振興部産業政策課
連絡先 (078)918-5098

公債費 連絡先

項 公債費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 元金
根拠法令
・要綱等

都市開発資金の貸付けに関する法律事業 都市開発資金貸付金償還金

施策分野
3 産業・観光分野

3-1 商工業の振興
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
国及び明石市が保留床取得資金として明石地域振興開発㈱に対して貸付した無利子貸付金 市が同社から償還を受け、そ
の半額を国に償還する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

償還金の受入 同社から市への償還金が契約どおり返還されること 28 千円 61,796

償還金の返済 市が国への償還金を契約どおり返還すること 28 千円 61,796

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

再開発ビル（アスピア明石）の保留床を取得する資金として、明石地域振興開発㈱に対し、市から無利子で貸し付けた貸付金について、同社より市へ償還
を受けた金額の半額を、国に返済する。

●同社から市への償還金額
平成22年度　33,430千円（うち、市から国への償還16,715千円）
平成23年度　95,146千円（うち、市から国への償還47,573千円）
平成24年度～平成36年度　123,592千円（うち、市から国への償還61,796千円）
平成37年度　90,262千円（うち、市から国への償還45,131千円）
平成38年度　28,466千円（うち、市から国への償還14,233千円）

27年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

26決算 61,796 820 62,616 0 0.00

27当初予算 61,796 820 62,616 0 0 61,796 820 再任用

0 61,796 820 正規 0.10 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

28当初予算 61,796 820 62,616 0 0 61,796 820 任期付 0.00 合計 0.10

2
7
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

償還金利子及
び割引料

都市開発資金貸付金の償還
61,796

償還金利子及
び割引料

都市開発資金貸付金の償還
61,796

合計（Ａ） 61,796 合計（Ｂ） 61,796

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由



27

○

合計（Ａ） 4,524 合計（Ｂ） 6,931

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 2,407

主な
理由

償還払いの増

0.00 合計 0.10

2
7
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

償還金利子及
び割引料

地方道路整備臨時貸付金償還
金 4,524

償還金利子及
び割引料

地方道路整備臨時貸付金償還
金 6,931

28当初予算 6,931 820 7,751 0 0 0 7,751 任期付

26決算 0 0 0 0 0.00

27当初予算 4,524 820 5,344 0 0 0 5,344 再任用

0 0 0 正規 0.10 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

地方道路整備臨時貸付金についての償還払

27年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
地方道路整備臨時貸付金 償還払い

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 新たな道路整備プログラム 委託 指定管理

目 元金
根拠法令
・要綱等

事業 地方道路整備臨時貸付金償還金

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-2 交通体系の構築
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 公債費 連絡先

項 公債費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

平成28年度 予算事業説明シート

事務事業名
地方道路整備臨時貸付金償還金

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0155102000-013

予算所管課 土木交通部交通政策室道路整備課
連絡先 (078)918-5034



○

平成28年度 予算事業説明シート

事務事業名
長期債利子

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0120001000-018

予算所管課 財務部財政課
連絡先 (078)918-5011

公債費 連絡先

項 公債費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 利子
根拠法令
・要綱等

地方自治法・地方財政法事業 長期債利子

施策分野
6 行政経営分野

6-5 健全財政の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市債の利子 約定どおり適正に支払う。
市債の償還・利払いについては、市財政に大きな影響を与えるものであり、公債費が多大になることのないよう、借入れ及び
償還の計画的な事業運営を行い、健全な財政運営に資する。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

基金残高
収支均衡を図り、財政基金・減債基金・特別会計等財政健全化基金
合計額70億円を確保する。（H26決算　３基金残高75億円）

平成35年度 億円 70

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

①市債の利子を約定どおり支払う。

27年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

26決算 1,314,878 410 1,315,288 0 0.00

27当初予算 1,356,000 410 1,356,410 0 0 0 1,356,410 再任用

0 0 1,315,288 正規 0.05 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

28当初予算 1,262,000 410 1,262,410 0 0 0 1,262,410 任期付 0.00 合計 0.05

2
7
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

償還金利子及
び割引料

長期債利子
1,356,000

償還金利子及
び割引料

長期債利子
1,262,000

合計（Ａ） 1,356,000 合計（Ｂ） 1,262,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -94,000

主な
理由

長期債利子の減。



○

平成28年度 予算事業説明シート

事務事業名
起債前借及び一時借入金利子

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0120001000-019

予算所管課 財務部財政課
連絡先 (078)918-5011

公債費 連絡先

項 公債費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 利子
根拠法令
・要綱等

地方自治法・地方財政法事業 起債前借及び一時借入金利子

施策分野
6 行政経営分野

6-5 健全財政の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
起債前借利子及び一時借入金利子 約定どおり適正な支払いを実施する。
利子支払いが多大になることのないよう、計画的な事業運営を行い、健全な財政運営に資する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

基金残高
収支均衡を図り、財政基金・減債基金・特別会計等財政健全化基金
合計額70億円を確保する。（H26決算　３基金残高75億円）

平成35年度 億円 70

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

①起債前借利子を約定どおり支払う。
②一時借入金利子について、適正な支払いを実施する。
　※市中銀行からの借入れは平成10年度以来行っておらず、基金からの繰替運用で対応している。

27年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

26決算 6,566 410 6,976 0 0.00

27当初予算 31,200 410 31,610 0 0 0 31,610 再任用

0 0 6,976 正規 0.05 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

28当初予算 51,000 410 51,410 0 0 0 51,410 任期付 0.00 合計 0.05

2
7
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

償還金利子及
び割引料

起債前借利子及び一時借入金
利子 31,200

償還金利子及
び割引料

起債前借利子及び一時借入金
利子 51,000

合計（Ａ） 31,200 合計（Ｂ） 51,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 19,800

主な
理由

起債前借利子の増。
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○

活動名
活動内容

（○○するために、□□に対し、△△する）

活動実績 活動見込み

26年度 27年度 28年度

長期債の償還 　住宅資金貸付金に対する長期債の償還（利子相当額） 58千円を償還 44千円を償還 29千円を償還

合計（Ａ） 44 合計（Ｂ） 29

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -15

主な
理由

長期債償還利子の減による

0.00 合計 0.01

2
7
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

償還金利子及
び割引料

長期債利子
44

償還金利子及
び割引料

長期債利子
29

28当初予算 29 82 111 0 0 1,938 -1,827 任期付

26決算 58 82 140 0 0.00

27当初予算 44 82 126 0 0 2,095 -1,969 再任用

0 3,395 -3,255 正規 0.01 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

27年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
貸付金の原資である起債を借入先（簡易保険局）に償還していく。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 利子
根拠法令
・要綱等

明石市事業公債条例事業 住宅資金貸付金利子

施策分野
4 生活・環境分野

4-4 人権の尊重・共生社会の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 公債費 連絡先

項 公債費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

平成28年度 予算事業説明シート

事務事業名
住宅資金貸付金利子

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0125002000-007

予算所管課 コミュニティ推進部人権推進課
連絡先 (078)918-5024
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○

平成28年度 予算事業説明シート

事務事業名
振替債元利支払手数料

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0120001000-020

予算所管課 財務部財政課
連絡先 (078)918-5011

公債費 連絡先

項 公債費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 公債諸費
根拠法令
・要綱等

地方自治法・地方財政法事業 振替債元利支払手数料

施策分野
6 行政経営分野

6-5 健全財政の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
既発の振替債の元利金支払いに要する手数料 約定どおり適正に支払う。
今後の発行については、その有効性を検討し、健全な財政運営に資する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

基金残高
収支均衡を図り、財政基金・減債基金・特別会計等財政健全化基金
合計額70億円を確保する。（H26決算　３基金残高75億円）

平成35年度 億円 70

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

①振替債の元利金支払いに要する手数料を支払う。

27年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

26決算 1 410 411 0 0.00

27当初予算 2 410 412 0 0 0 412 再任用

0 0 411 正規 0.05 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

28当初予算 2 410 412 0 0 0 412 任期付 0.00 合計 0.05

2
7
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

役務費
振替債の元利金支払いに要す
る手数料 2 役務費

振替債の元利金支払いに要す
る手数料 2

合計（Ａ） 2 合計（Ｂ） 2

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由


